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はじめに

地方分権が一層進展し、急速に少子高齢化が進行する中、住民に最も身近な基礎自治体

としての市町村は、国・地方を通じた厳しい財政状況の下で、ますます高度化・多様化す

る行政ニーズに応え、自らの責任と判断で行政サービスや施策の内容を決定し、実施して

いくとともに、より一層効果的かつ効率的な行財政運営を行うことが求められている。

市町村合併は、こうした要請に対応し、市町村の広域化、行財政基盤を強化するために

最も有効な手段である。国においても、地方分権の一層の推進等の要請に応えていくため

には、平成１７年４月１日以降も「市町村の合併の特例等に関する法律」（以下「新合併

特例法」という。） に基づいて、引き続き自主的な市町村合併を全国的に推進していく必

要があるとしている。

新合併特例法では、総務大臣が定める「自主的な市町村の合併を推進するための基本的

な指針」に基づき、都道府県が、市町村合併推進審議会の意見を聴く中で、市町村合併を

推進する必要があると認められる市町村を対象として、自主的な市町村の合併の推進に関

する構想（以下「構想」という。）を作成し、この構想に基づき市町村合併を推進するこ

ととされている。

一方、県としても、小規模町村の解消、新たな市制施行、人口１０万人程度以上の市勢

拡大といった観点から、市町村の行財政基盤の強化を目指し、市町村合併をより一層推進

する必要があることから、本構想を作成した。

なお、本構想の作成に当たっては「奈良県市町村合併推進審議会」において、十分にご

議論頂き、その結果を取りまとめられた「奈良県市町村合併推進構想（素案）」を最大限

尊重したところである。

今後本構想をもとに、市町村や県民に対して合併の必要性や意義についてわかりやすく

情報提供を行うとともに、それぞれの地域の状況に応じて関係市町村に対する様々な支援

など、市町村合併の推進に向けて、県として役割を果たしていきたい。さらに、関係市町

村において、住民や議会に対し財政状況や行政サービスの現状と今後の見通しなどについ

て十分に説明がなされた上で、市町村合併に向けた活発な議論が展開されることを期待す

るものである。

平成１８年３月

奈良県知事 柿 本 善 也
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Ⅰ 市町村合併の推進に関する基本的な事項

１ 全国的な市町村を取り巻く環境変化

1) 市町村の役割の拡大と高度化

市町村は住民に最も身近な総合的な行政主体として、既に相当幅の広いかつ高い水準の

行政サービスを担っており、加えて地方分権の進展や少子高齢化の到来等に伴い、住民ニ

ーズもますます高度化・多様化してきている。そうした変化の中で、行政サービスを提供

する市町村は、今後、国・県から市町村への権限移譲が進む中、これまで以上に自立性の

高い行政主体となることが求められており、行財政基盤の確立と高度化する行政事務に的

確に対応できる専門的能力を有する職員の育成・確保が必要となっている。

さらに、医療・介護、防災、環境問題など、これまでの市町村の枠を越えた広域的な区

域での対応が求められており、基礎自治体としての市町村の役割は、その質・量ともにま

すます大きくなってきている。

今後、市町村はこうした環境変化に対応し、住民と協働しつつ自ら考え自ら取り組むこ

とで主体性や独自性を発揮し、活力と魅力あるまちづくりを目指していくことが必要であ

る。

2) 人口減少と少子高齢化の進行

我が国の総人口は、平成１７年の国勢調査の速報値によると、１億２,７７６万人で、

平成１２年国勢調査の１億２,６９３万人と比べ、８３万人の増加となったが、平成１６

年１０月１日現在の推計人口の１億２,７７８万人と比べると２万人下回り、既に人口減

少局面に突入した。

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、平成１２年の１億２,６９３万人から

平成２７年には１億２,６２７万人と６６万人（０.５％）減少し、さらに平成４２年には

１億１,７５８万人になり、９３５万人（７.４％）減少すると予測されている。

加えて、年少人口（０～14 歳）や生産年齢人口（15～64 歳）の減少とともに、老年人

口（65 歳以上）の割合が、平成１２年の１７.４％から平成４２年には２９.６％にまで

上昇すると予測され、急速に高齢化が進行すると見られる。

このような人口減少社会の到来により、税収等の落ち込みが予想される一方、高齢化の

進行に伴って老人医療や介護サービス等の需要は更に増大することが見込まれる。

市町村においては、このような厳しい環境の中で、専門性を確保しながら、こうしたサ

ービス需要へいかに対応していくかが緊急の課題となっている。

3) 厳しい財政状況

経済状況を反映した地方税収の落ち込みや減税の実施等により、地方財政の財源不足は

平成６年度以降急激に拡大している。国と地方を合わせた借入金は年々増加している状況

にあり、平成１７年度末には７００兆円を大幅に上回る見込みである。単純に計算すると、

国民１人当たり５５０万円を超える借入金を背負うことになる。このような状況を見る限

り、国・地方を含めて財政状況は極めて厳しいと言わざるを得ない。

このような状況の中で、行政サービスの水準を維持・向上していくためには、既に合併
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した地域も含め、より効率的かつ効果的な行財政運営が求められる。

２ 県内市町村の望ましい姿

人口減少や少子高齢化が進行するなど市町村を取り巻く環境が変化する中、分権型社会

における基礎自治体としての市町村は、一定の行政規模を有し、自らの判断と責任で行政

サービスを安定的に提供し、地域の個性を活かした魅力と活力に満ちたまちづくりを実現

していくことが求められている。

厳しさを増す財政状況の下、高度化・多様化する住民ニーズに的確に対応し、効果的・

効率的な行財政運営を実現していくためには、その規模・能力を更に高め、行財政基盤と

行政処理能力の向上を図る必要がある。

地域における自己決定と自己責任の原則の下、福祉や教育、まちづくりなど住民に身近

な事務については、原則として市町村で処理できる体制が確立された状況が望ましい姿と

考えられる。

３ 市町村合併推進の必要性

1) 日常社会生活圏の拡大への対応

交通・情報通信手段の発達により、通勤・通学、買物、医療、レジャー（教養、娯楽）

など、住民の日常社会生活圏は市町村の行政区域を越えて拡大してきている。県内では、

京奈和自動車道、中和幹線、大和高田バイパス等の県内主要幹線道路等の整備、郊外型大

型ショッピングセンターの出店等により、日常社会生活圏は一層の広がりを見せている。

これに伴い、住民の行政ニーズも市町村の区域を越えて広域化しており、現在の行政区

域では十分に対処することが困難になってきている。住民の利便性向上を図るためには、

現在の市町村の区域にとらわれることなく、広域的視点からの行政サービスのあり方につ

いて検討する必要がある。

市町村合併により、現在の市町村の区域を越えたより大きな視点から市町村の基本構想

や各種計画を策定、実施することが可能となり、多様な機能を持つまちづくりや土地利用

をはじめ広域的な視点に立った様々な取組みにより、地域の将来像や発展の方向性につい

て幅広い展開を期待することができる。また、日常社会生活圏の拡大に対応して、各種の

行政サービスの享受が可能となり、広域的に公共施設の利用が可能になるなど住民の利便

が向上する。

2) 人口減少と少子高齢化の進行への対応

少子高齢化の進行は、労働力人口の減少を招き、経済成長を低下させる一方、医療・福

祉等の社会保障関係経費などの財政需要をさらに増加させることとなる。

特に山間地域にある本県の小規模町村では、全国平均より速いペースで少子高齢化が進

行しており、専門的な人材の確保、公共施設や防災体制の整備など行政サービスの充実を

図る上で、従来の市町村の単位では適切な対応が困難な状況になりつつある。

市町村合併により、専任の職員や部局の設置・増員等組織の一層の高度化や合理化、よ

り効果的な公共施設の配置の広域調整などが可能となるとともに、重点的な投資による基

盤整備等、限られた税財源や職員等の有効活用により一層高度かつ多様な行政サービスの

提供が可能となる。
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例えば、小規模な市町村では、合併することにより採用が困難であった専門職（土木技

師、建築技師、保健師等）の採用が可能となり、専門的かつ高度な幅の広いサービスが可

能となる。

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、奈良県の人口は平成１２年国勢調査の

時点を１００とすると、平成４２年には、９１.８になるとされている。全国平均１００

から９２.６と比較しても大きな人口減少となっている。さらに、現在の県の村部の減少

率は非常に大きく、１００から５４.２９と推計されている。

H12年国調値Ａ H42年推計値Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

県 合 計 1,442,795 1,324,751 ▲118,044 91.82 ％

市 部 1,129,427 1,068,760 ▲ 60,667 94.63 ％

郡 部 313,368 255,991 ▲ 57,377 81.69 ％

町 部 279,851 237,793 ▲ 42,058 84.97 ％

村 部 33,517 18,198 ▲ 15,319 54.29 ％
各部は、平成17年度末の合併後の市町村 国立社会保障・人口問題研究所データより 市町村課作成

また、高齢化率を見ると、同推計において奈良県が平成１２年国勢調査の時点の１６.

６％から平成４２年には３１．０％、全国では１７.４％から２９.６％であり、奈良県の

高齢化は全国平均より速く進むと推計されており、特に村部の高齢化率が高いという推計

結果となっている。

このことから、県内市町村は、今後より重要な行政課題として高齢者のニーズにあった

行政課題に取り組むと共に、少子化対策にもあわせて取り組んでいく必要がある。

H12年国勢調査時の65歳以上の割合(%) H42年推計値の65歳以上の割合(%)

県 合 計 １６.６ ３１.０

市 部 １６.０ ３０.４

郡 部 １９.０ ３３.３

町 部 １７.４ ３２.１

村 部 ３２.６ ４５.５
各部は、平成17年度末の合併後の市町村 国立社会保障・人口問題研究所データより 市町村課作成

少子・高齢化の状況（奈良県）

214 203 194 182 169 157 146

989 966 924 866 830 803 767

240 281 330 385 408 411 411

14.8 14.0 13.4 12.7 12.0 11.5 11.0

16.6
19.4

22.8

26.9
29.0 30.0 31.0

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平
成

12
年

平
成

17
年

平
成

22
年

平
成

27
年

平
成

32
年

平
成

37
年

平
成

42
年

（千人）

0

5

10

15

20

25

30

35

（％） 65歳以上

15～64歳

0～14歳

65歳以上割合

0～14歳割合

国立社会保障・人口問題研究所データより市町村課作成

4



3) 逼迫する市町村財政への対応

長期にわたる景気の停滞等により県内の市町村においては、借入金残高が急増しており、

その元利償還が財政を圧迫するなど、極めて厳しい状況にあり、今後一層厳しさを増すこ

とが予想される。

一方、少子高齢社会に向けたよりきめの細かい総合的な地域福祉施策や生活関連社会資

本の整備等の住民ニーズを的確にとらえた課題に取り組む必要があり、そのためには財政

需要はますます増大するものと見込まれる。

今後、各市町村においては、増大する行政需要に適切に対応していくために、行政サー

ビスの見直しや歳出の削減など一層効率的な行財政運営を行うことが求められている。

4) 自主的・主体的な地域づくり

市町村を取り巻く環境の変化の中で、住民に最も身近な基礎自治体である市町村におい

て自ら政策を立案し、それを住民に分かりやすく提示し、理解を求めることができる能力

など、分権型社会に対応した自立した自治体となることが重要となっている。

一方、少子高齢化や環境問題などを背景に、行政需要が増え続け、住民の高度化・多様

化したニーズに市町村が自らの判断で、きめ細かく対応しなければならない時代にあって、

行政と企業、ボランティア・ＮＰＯ等のそれぞれが適切に役割分担し、主体的に協力しあ

いながら、よりよい成果を上げていく必要がある。また、市町村合併により、行政区域が

拡大すれば、ボランティアやＮＰＯ等の活動の可能性も拡がっていくと考えられる。

このような活力のある地方自治を確立するには、民間と行政との協働（相互の特性等を認識

・尊重し、対等の立場で、共通する社会目的の実現に向け活動をすること。）による公共サービスの効率化

を進める必要がある。住民に自らが地方自治の主役であるという意識を高め、主体的に公

共的サービスに参画する取り組みを協働で進め、地域活力の基幹を成すコミュニティの活

性化を図っていかなければならない。

また、合併すればそれぞれの地域の風土や歴史等地域文化が失われるとの懸念もあるが、

昨今の社会情勢の変化に対応して、上述のような民間と行政との協働等を通じた活力ある

地域社会づくりを進めることにより、むしろ地域文化を更に発展・継承していくことが可

能となるものと考えられる。

5) 市町村合併の必要性

こうした状況の中で、市町村が総合的な行政主体として、地域の課題や住民のニーズに

的確に対応していくためには、行財政基盤の強化とともに、自らの責任と判断により意思

決定を行うとともに、地域の実情に合わせた課題に対応し、政策の立案や事業の実施が可

能な組織体制の整備を更に進める必要がある。

これらの課題に対処するには、複数の市町村による事務の共同処理という方法もあるが、

行政責任を明確にし、各行政分野の調整や総合的な意思決定の可能性という観点からは、

より市町村合併が望ましいと考える。

市町村合併により、重複する内部管理部門の効率化が図られ、行政サービスや事業実施

を直接行う部門に専門性の高い職員を置き、かつ職員を相対的に多く配置することが可能

となり、定型的な業務のみならず、地域の様々な課題やニーズ等に、組織的かつ柔軟に対

応できる体制づくりも可能となる。また、類似する公共施設の統廃合・再構築も行うこと

ができる。その結果、全体としては職員数が少なくなり、人件費を減らしつつサービスレ
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人口：H17国勢調査速報値
経費：H1６決算額
※奈良市・五條市・宇陀市については、
合併前市町村データの合算による

ベルの向上を図ることができ、中長期的な視点で行財政の効率化を図ることが可能となる。

さらに、市町村合併に伴い、住民一人当たりの歳出額など種々のデータから効率的な行

政運営を行える自治体の規模である人口１０万人を超える市、さらには中核市や特例市へ

の移行がなされる場合には、より一層様々な行政サービスや事務を担うことが可能となる

自治体となることができる。

いずれの資料も市町村課作成
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【人口１人あたり歳出総額（人口規模別）】 人口：H17国勢調査速報値
経費：H1６決算額
※奈良市・五條市・宇陀市については、
合併前市町村データの合算による
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４ 市町村合併の推進に当たっての県の役割

市町村合併は、行財政基盤を強化し､住民に質の高い行政サービスを提供していくため

の有効な手段であり、また、福祉や教育・まちづくりなど住民に身近な行政サービスは住

民に最も身近な自治体である市町村が行うことが望ましいことから、新合併特例法の下に

おいても市町村合併をより一層推進していく必要がある｡

この市町村合併は、地域の将来や住民の生活に大きな影響を及ぼすものであるので、そ

の実現には市町村と地域住民が、自主的・主体的に十分な検討・議論を行うことが重要で

ある。

一方では、新合併特例法においては，県は構想の作成をはじめ、これに基づく合併協議

会設置勧告や合併協議推進勧告等の措置を講ずることができるなど、従来にも増して、市

町村合併を進める上での県の果たす役割が強化されたところである。

この趣旨を踏まえ、県としても市町村が自ら主体的に取り組みができるよう配慮しなが

ら、構想実現に向け、それぞれの状況に応じて必要な情報提供や啓発、関係市町村に対す

る人的・財政的支援など、県としての役割を積極的に果たしていく。
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Ⅱ 市町村の現況と将来の見通し

１ 市町村の現況

1) 市町村数の変遷

本県の市町村数は、明治２２年４月１日、市制町村制の施行時には１０町１４４村であ

った。その後、昭和２８年に町村合併促進法、昭和３１年には新市町村建設促進法がそれ

ぞれ施行され、これらの法律のもとで進められたいわゆる「昭和の大合併」などを経て、

平成１２年４月１日時点では１０市２０町１７村の計４７市町村であった。

さらに、市町村の合併の特例に関する法律の改正による合併支援措置の拡充強化により、

合併が進められ平成１８年１月１日時点では１２市１５町１２村の計３９市町村となって

いる。

市町村数の推移（本県）

区 分 市町村数
備 考

年月日 市 町村

明治22年 4月 1日 １５４ ０ １５４ 市制町村制施行

昭和28年10月 1日 １３８ ２ １３６ 町村合併促進法施行

昭和31年 6月30日 ９０ ５ ８５ 新市町村建設促進法施行

昭和40年 3月29日 ４７ ８ ３９ 市町村の合併の特例に関する法律施行

平成12年 4月 1日 ４７ １０ ３７

平成16年10月 1日 ４６ １１ ３５ 新庄町・當麻町の合併(葛城市誕生)

平成17年 4月 1日 ４４ １１ ３３ 奈良市・月ヶ瀬村・都祁村の合併

市町村の合併の特例等に関する法律施行

平成17年 9月25日 ４２ １１ ３１ 五條市・西吉野村・大塔村の合併

平成18年 1月 1日 ３９ １２ ２７ 大宇陀町・菟田野町・榛原町・室生村の合併(宇陀市誕生)

市町村課作成

2) 人口と面積

本県の市町村の平均人口は約３６千人で、全国平均（約６５千人）の約５６％、また平

均面積も全国平均の約４６％となっている。

地理的条件等を考慮すれば一概には比較できないが、全国的にみて本県の市町村は、小

規模な市町村が多い状況となっている。

本県の市町村の人口及び面積は、次のとおりである。

備 考
区 分 人口（人） 面積（k㎡）

人口密度(人/k㎡)

市町村計（本県） 1,421,367 3,691.09 385.08

市（12市） 1,116,138 1,272.20 877.33

町村(27町村) 305,229 2,418.89 126.19

１市町村あたり平均 （本県） 36,445 94.64 385.08

市 93,012 106.02 877.33

町村 11,305 89.59 126.19

１市町村あたり平均（全国1,821市町村） 65,499 203.64 321.64

(人口:平成17年国勢調査による｡面積：国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」全国及び本県市町村数は平成18年3月末時点｡)
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3) 人口規模別の市町村の状況

●奈良県

区分 1千人未満 1千人以上 5千人以上 1万人以上 2万人以上 3万人以上 4万人以上
5千人未満 1万人未満 2万人未満 3万人未満 4万人未満 5万人未満

団体数 (5.1) (23.1) (17.9) (0.0) (17.9) (15.4) (0.0)
2 9 7 0 7 6 0

累計 (5.1) (28.2) (46.2) (46.2) (64.1) (79.5) (79.5)
2 11 18 18 25 31 31

区 分 5万人以上 10万人以上 20万人以上 30万人以上 50万人以上 100万人 合計
10万人未満 20万人未満 30万人未満 50万人未満 100万人未満 以上

団体数 (12.8) (5.1) (0.0) (2.6) (0.0) (0.0) (100.0)
5 2 0 1 0 0 39

累計 (92.3) (97.4) (97.4) (100.0) (100.0) (100.0)
36 38 38 39 39 39

※人口は、平成１７年国勢調査人口による。市町村数は、平成１８年３月末時点。

・1千人未満
野迫川村、上北山村

・1千人以上5千人未満
山添村、曽爾村、御杖村、黒滝村、天川村、十津川村、下北山村、川上村、東吉野村

・5千人以上1万人未満
安堵町、川西町、三宅町、明日香村、高取町、吉野町、下市町

●全 国

区分 1千人未満 1千人以上 5千人以上 1万人以上 2万人以上 3万人以上 4万人以上
5千人未満 1万人未満 2万人未満 3万人未満 4万人未満 5万人未満

団体数 (1.2) (10.8) (14.9) (18.2) (10.8) (8.6) (5.8)
22 196 271 331 196 157 106

累計 (1.2) (12.0) (26.8) (45.1) (55.8) (64.4) (70.3)
22 218 489 821 1,017 1,174 1,280

区 分 5万人以上 10万人以上 20万人以上 30万人以上 50万人以上 100万人 合計
10万人未満 20万人未満 30万人未満 50万人未満 100万人未満 以上

団体数 (15.4) (8.2) (2.1) (2.6) (0.8) (0.7) (100.0)
280 149 39 48 14 12 1,822

累計 (85.6) (93.8) (95.9) (98.6) (99.3) (100.0)
1,560 1,709 1,748 1,796 1,810 1,821

※人口は、平成１２年国勢調査人口による。市町村数は、平成１８年３月末時点。

２ 市町村の人口及び高齢化等の見通し

1) 人口の推移

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、全国の人口は、平成１８年をピークに

減少すると推定されており、奈良県の人口は平成１７年国勢調査人口をピークに減少に転

じている。

今後の人口推計においても、奈良県では、１人の女性が一生の間に産む子供の数の平均

（合計特殊出生率）が低いことなどから、急速な人口減少が見込まれている。

人口、とりわけ労働力人口が減少することにより、社会構造は大きな転換期を迎えよう

としているが、市町村の存立基盤である人口の減少は、市町村の財政規模の縮小や必要な

人材を確保できないなど、市町村の行財政能力の低下を招くことが危惧される。

※ 合計特殊出生率 奈良県は、東京都、京都府に次いでの低率(平成１６年度)
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2) 高齢化の推移

全国及び奈良県においても、総人口が減少する一方で、６５歳以上の老年人口の割合は

平成４２年には約３０％に達するなど、本格的な少子高齢社会が到来すると見込まれる。

高齢者数の増加は、医療福祉等に対する市町村の負担を増大させるなどの様々な課題を

もたらすことが予想される。

人 口 の 推 移
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３ 行財政運営の状況

1) 行政運営の状況

平成１２年４月に施行された地方分権一括法により、機関委任事務制度や国の地方に対

する関与が廃止・縮小され、市町村は住民の最も身近な総合的な行政主体として、自立性

の高い行政主体となることが求められている。

また、市町村は、地域住民のために様々な行政事務を処理しているが、地方分権の進展

や社会情勢の変化に伴い、その内容が高度化及び多様化するとともに、増大する傾向にあ

り、いずれの事務も人口規模による処理量に差はあるものの、各市町村ともほぼ同じレベ

ルの業務が求められている。

しかし、小規模な町村では、たとえば、施設の入所や介護保険などの高齢福祉、児童手

当の支給や保育所の入所などの児童福祉、身体障害者の生活支援などの障害者福祉など広

範多岐にわたる福祉関係のすべての事務を３～４人で処理するなど、担当職員一人で広範

囲な業務を担当しているのが現状である。また、建設関係においても、小規模な町村の大

半は、建築技師などの技術職員を一人もおけていない町村が多く、このような状況の中で、

地域の特性を生かしたまちづくりの推進のために、自ら政策を立案し、実践していけるよ

うな組織体制の確立や人材育成に苦労している。今後、多くの分野で、専門的に高度な事

務処理を行っていける体制づくりが重要な課題である。

2) 財政の状況

(1) 決算の状況

平成１６年度の市町村（普通会計）決算額は、歳入総額５,１４６億円、歳出総額

５,０７４億円となっている。その決算規模及び伸率の推移は次表のとおりである。個々

の市町村の決算収支について実質収支でみると、黒字団体が３９（７市１５町１７村）、

赤字団体が７（４市３町）となっている。

市町村の決算規模及び伸率（普通会計）
（単位：億円、％）

年 度 歳入決算額 歳出決算額 歳入伸率 歳出伸率

平成６年度 5,297 5,134 1.8 2.3

平成７年度 5,713 5,509 7.8 7.3

平成８年度 5,687 5,503 ▲0.4 ▲0.1

平成９年度 5,581 5,406 ▲1.9 ▲1.8

平成10年度 5,770 5,601 3.4 3.6

平成11年度 5,898 5,713 2.2 2.0

平成12年度 5,811 5,623 ▲1.5 ▲1.6

平成13年度 5,712 5,550 ▲1.7 ▲1.3

平成14年度 5,491 5,367 ▲3.9 ▲3.3

平成15年度 5,479 5,374 ▲0.2 0.1

平成16年度 5,146 5,074 ▲6.1 ▲5.6
市町村課作成
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(2) 財政構造の状況

① 歳出のうち経常経費に充当された一般財源を歳入のうちの経常一般財源で除して

得られる経常収支比率は、財政の弾力性等を判断する指標の一つとされている。市

町村の平成１６年度決算における経常収支比率は９９．０％となっており、平成５

年度以降、景気後退の影響等による市町村税等経常一般財源の伸び悩み等により上

昇（市町村財政は硬直化）の傾向となっている。

② また、公債費の状況を示す指標の一つとされている公債費負担比率は２３．０％

（平成１６年度決算）となっており、これも、平成６年度以降、一般財源総額の伸

び悩みや景気対策に係る普通建設事業に伴う地方債の増発等の影響もあり、上昇傾

向にある。

③ 市町村債の平成１６年度末残高は、７，４６４億円となっており、その償還は将

来の財政運営にとって大きな負担となっている。

市町村課作成

3) 財政の今後の見通し

今後の市町村財政は、自主的・主体的な活力ある地域づくり、介護保険をはじめとする

少子高齢社会に向けた総合的な地域福祉施策の充実、住民に身近な社会資本の整備や災害

に強い安全なまちづくり等の重要政策課題に対応していくため、市町村が担うべき役割と

これに伴う財政需要が増大するものと見込まれる。

これらの役割に、市町村が的確に対応するため、地方分権の時代にふさわしい簡素で効

率的な行政システムを確立する必要があり、行財政改革に取り組み、財政体質の健全化に

努めることが重要と考えられる。

公債費負担比率と経常収支比率の推移
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4) 広域行政の状況

本県においては、すべての市町村が何らかの形で、一部事務組合や広域連合（以下「一

部事務組合等」という。）に加入しており、共同処理している事務は多岐にわたっている。

特に消防事務、ごみ処理事務、し尿処理事務、介護保険事務などの住民生活に直結した

行政サービスに関する事務については、ほとんどの市町村が一部事務組合等に加入して共

同処理しており、行政区域を越えた広域的な事務処理の必要性は依然として高い状況にあ

るといえる。

市町村課作成

広域連合・一部事務組合の区域と広域行政圏の圏域
平成１８年１月１日現在
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吉

野

村

天

理

市
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添

村

川

西

町

三

宅

町

田

原
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町
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日
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村
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市
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和

郡
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市

生

駒

市

１．地域開発計画 ◎南和広域連合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎桜井宇陀広域連合 ○ ○ ○ ○

　各圏域における 山辺広域行政事務組合 ○ ○ ○ ○ ○

　広域行政機構　 葛城広域行政事務組合 ○ ○ ○ ○ ○

橿原・高市広域行政事務組合 ○ ○ ○

２．厚生福祉 老人福祉施設三室園組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

王寺周辺広域休日応急診療施設組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国保中央病院組合 ○ ○ ○ ○

※葛城広域行政事務組合(休日診療) ○ ○ ○ ○

※吉野広域行政組合(老人福祉施設) ○ ○ ○

３．環境衛生 奈良県葛城地区清掃事務組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宇陀衛生一部事務組合 ○ ○ ○ ○

西和衛生試験センター組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

上・下北山衛生一部事務組合 ○ ○

香芝・王寺環境施設組合 ○ ○

山辺環境衛生組合 ○ ○

南和広域衛生組合 ○ ○ ○ ○

東宇陀環境衛生組合 ○ ○ ○

奈良広域水質検査センター組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

静香苑環境施設組合 ○ ○ ○

４．教　　　　　育 川西町・三宅町式下中学校組合 ○ ○

曽爾御杖行政一部事務組合 ○ ○

５．消　　　　　防 西和消防組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宇陀広域消防組合 ○ ○ ○

吉野広域行政組合 ○ ○ ○

中和広域消防組合 ○ ○ ○ ○ ○

中吉野広域消防組合 ○ ○ ○ ○

香芝・広陵消防組合 ○ ○

※山辺広域行政事務組合 ○ ○ ○ ○ ○

６．そ　の　他 青葉山組合 ○ ○

奥山組合 ○ ○

神野山組合 ○ ○

奈良県市町村職員退職手当組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

奈良県市町村非常勤職員公務災害補償組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

奈良県市町村会館管理組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２広域連合　  ３１一部事務組合　  計３３　　　　　◎は広域連合　※は再掲　　　　　　（参考）王寺周辺広域市町村圏の広域行政機構は王寺周辺広域市町村圏協議会

南 和

処 理 事 務 別

広 域 市 町 村 圏 名
桜 井 宇 陀 葛 城 山 辺 橿原・高市

そ の 他
広域市町村圏 広域市町村圏 広 域 市 町 村 圏 広 域 市 町 村 圏 広域市町村圏 広 域 市 町 村 圏

王 寺 周 辺
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４ 旧合併特例法下における合併の状況

1) 全国の状況

平成の大合併は、平成１１年４月の兵庫県篠山市の誕生からはじまり、それまでの３,

２３２市町村から平成１８年３月末には１,８２１市町村に再編される見込みとなった。

昭和４０年に施行された市町村の合併の特例に関する法律（以下「旧合併特例法」とい

う。）が１０年ごとに延長・改正され、特に平成１１年には、地方交付税の特例措置の拡

充、住民発議制度の拡充、合併特例債の創設等合併をめぐる障害を除去するための措置が

講じられた。この旧合併特例法のもと合併申請期限とされた平成１７年３月３１日までに、

全国各地の市町村合併は急速に伸展した。

2) 奈良県の状況

旧合併特例法の下での本県の市町村合併は、当時４７市町村の内３７市町村が、任意又

は法定の協議会に参加し合併協議が行われた結果、平成１８年１月１日現在３９市町村

（１２市１５町１２村）となっている。

平成の大合併として奈良県で第１号となったのは、平成１６年１０月１日の新庄町と當

麻町の新設合併により誕生した「葛城市」である。

続いて平成１７年４月１日には、月ヶ瀬村と都祁村が奈良市に編入合併された。

平成１７年９月２５日には、西吉野村と大塔村が五條市に編入合併され、平成１８年１

月１日には、大宇陀町、菟田野町、榛原町、室生村が新設合併により、宇陀市が誕生した。

その結果、県内市町村は、３９市町村（１２市１５町１２村）となった。

全国の状況から見ると、市町村数の減少では東京都、大阪府、神奈川県についで４番目

に少なく、市町村の減少割合を見ても、東京都、大阪府、神奈川県、北海道についで５番

目となっており、合併市町村の数、割合ともに少ない結果となっている。

その一方で人口１万人未満の小規模市町村は、１８町村と全国で７番目に多く、また、

その全市町村に占める割合も４６％で６番目に多く、小規模市町村が多く残る結果となっ

た。

市町村課作成

◇奈良県

年 市町村数 市 町 村 うち1万人未満

47 10 20 17 24

(1.00) (0.21) (0.43) (0.36) (0.51)

39 12 15 12 18

(1.00) (0.31) (0.38) (0.31) (0.46)

減少率 17.0% -20.0% 25.0% 29.4% 25.0%

◇全国

年 市町村数 市 町 村 うち1万人未満

3,232 670 1,994 568 1,537

(1.00) (0.21) (0.62) (0.18) (0.48)

1,821 777 846 198 504

(1.00) (0.43) (0.46) (0.11) (0.28)

減少率 43.7% -16.0% 57.6% 65.1% 67.2%

平成11年
 (3月末)

平成18年
(3月末)

平成11年
 (3月末)

平成18年
(3月末)
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3) 県内市町村の合併協議の状況

県内では、次表「奈良県における旧合併特例法に基づく合併協議会の動向」に示すよう

に旧合併特例法の下で、当時４７市町村の内３７市町村が、任意又は法定の協議会に参加

し合併協議が行われたが、最終的に合併協議が調ったのは４つの合併協議であった。

合併協議が不調に終わった理由としては、地域により様々であるが、住民投票等の結果

により合併協議会が解散されたケースや関係市町村間で、合併市町村の名称、庁舎の位置

など合併協議項目で合意に達しなかったこと等があげられる。

しかし、住民アンケートで反対多数であったにもかかわらず、それを乗り越え合併を達

成したケースもある。

いずれにしても、旧合併特例法の下で行われた合併論議により、将来に向けての地域の

課題が明らかになり、新合併特例法の下において改めて合併に取り組むための素地はでき

たのではないかと考えられる。

新合併特例法の下において、市町村合併を進めていくためには、市町村合併の必要性に

ついて住民に理解してもらうことが重要であり、県や市町村がそれぞれの立場で地域の現

状や将来、合併の意義をはじめ、住民の様々な疑問に応えるよう、わかりやすい情報提供

等に取り組む必要がある。
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奈良県における旧合併特例法に基づく合併協議会の動向

合併協議会の名称 種 別 構成市町村 設置時期 解散時期 解 散 事 由

①宇陀地区町村合併問題協議会 任 意 大宇陀町､菟田野町､榛原 13.11.19 15.03.31 法定協議会に移行
町､室生村、曽爾村､御杖
村

②新庄町・當麻町合併協議会 法 定 新庄町、當麻町 14.04.01 16.09.30 合併の施行(葛城
市誕生/H16/10/1)

③吉野郡町村合併検討協議会 任 意 吉野町､大淀町､下市町､黒 14.07.01 15.03.23 法定協議会に移行
滝村、天川村､ 上北山村､
東吉野村、下北山村 14.12.05

④五條･西吉野･大塔合併連絡協 任 意 五條市､西吉野村､大塔村 14.12.26 15.03.31 法定協議会に移行
議会 野迫川村の参加 15.02.19

⑤吉野郡７町村合併協議会 法 定 吉野町､大淀町､下市町､黒 15.03.24 16.03.31 協議会の解散
⇒吉野郡８町村合併協議会 滝村、天川村､ 上北山村､

下北山村 15.07.04
東吉野村の参加

⑥中和地区市町村合併問題協議 任 意 橿原市､桜井市､川西町､三 15.03.31 15.12.26 協議会の解散
会 宅町､田原本町､高取町､明

日香村

⑦宇陀地区合併協議会 法 定 大宇陀町､菟田野町､榛原 15.04.01 15.05.30 東吉野村の脱退
町､室生村、 15.11.18 曽爾村､御杖村の脱退
曽爾村､御杖村､東吉野村 16.01.31 協議会の解散

⑧新生五條市合併協議会 法 定 五條市､西吉野村､大塔村 15.04.01 16.03.31 野迫川村の脱退
17.09.24 合併の施行(H17/9/25)

⑨平群町､三郷町､斑鳩町､安堵 法 定 平群町､三郷町､斑鳩町､安 15.06.08 17.02.28 協議会の解散
町､上牧町､王寺町､河合町合併 堵町､上牧町､王寺町､河合
協議会 町

⑩奈良市､月ヶ瀬村､都祁村任意 任 意 奈良市､月ヶ瀬村､都祁村 15.07.01 15.09.30 法定協議会に移行
合併協議会

⑪奈良市・月ヶ瀬村・都祁村合 法 定 奈良市､月ヶ瀬村､都祁村 15.10.01 17.03.31 合併の施行
併協議会 (H17／4／1)

⑫曽爾御杖合併協議会 法 定 曽爾村、御杖村 16.01.01 17.01.31 法定協議会の解散

⑬大宇陀町・菟田野町・榛原町 任 意 大宇陀町、菟田野町、榛 16.05.01 16.08.31 法定協議会に移行
・室生村合併問題協議会 原町、室生村

⑭吉野町・上北山村・東吉野村 任 意 吉野町、上北山村、東吉 16.06.23 16.08.31 任意協議会の解散
合併検討協議会 野村

⑮黒滝村･天川村合併検討協議会 任 意 黒滝村､天川村 16.06.28 16.09.05 法定協議会に移行

⑯桜井磯城任意合併協議会 任 意 桜井市､川西町､三宅町､田 16.07.15 16.08.09 法定協議会に移行
原本町

⑰桜井磯城合併協議会 法 定 桜井市､川西町､三宅町､田 16.08.10 17.03.31 法定協議会の解散
原本町

⑱大宇陀町･菟田野町･榛原町･室 法 定 大宇陀町､菟田野町､榛原 16.09.01 17.12.31 合併の施行 (宇陀
生村合併協議会 町､室生村 市誕生/H18/1/1)

⑲吉野町･東吉野村合併協議会 法 定 吉野町､東吉野村 16.09.01 17.03.31 法定協議会の解散

⑳黒滝村･天川村合併協議会 法 定 黒滝村､天川村 16.09.06 17.03.31 法定協議会の解散
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Ⅲ 構想対象市町村の組合せ

１ 構想対象市町村の組合せに係る基本的な考え方

本県の市町村の平均人口は約３６千人で全国平均（約６５千人）の約５６％、平均面積

（約９５平方キロ）は全国平均（約２０４平方キロ）の約４６％、さらに、人口１万人未

満の町村が県内市町村の約４６％（１８町村）を占めるなど、全国的にみても規模が小さ

いと言わざるを得ない状況である。

今後の人口減少や高齢化の進展等に対応し、市町村が住民に最も身近な総合的な行政主

体として、持続的・能率的に質の高い行政サービスを提供していくためには、市町村の行

財政基盤の強化を図っていくことが不可欠であり、県内すべての市町村が市町村合併につ

いて主体的に取り組んでいくべきである。

なお、今回、構想対象市町村の組合せについては、国の基本指針に示された考え方、前

述した本県の市町村の現況や将来の見通し等を踏まえ、次の第１～第３を基本に構想対象

市町村の組合せを検討した。

第１ 人口１万人未満の町村の解消

逼迫する財政事情・少子高齢化の進行など市町村を取り巻く環境は、厳しい状況が続い

ているが、とりわけ、人口１万人未満の小規模町村への影響は深刻であり、地方分権が進

展する中、今後、基礎自治体としての役割を果たしていくためには、行財政基盤の強化が

不可欠である。

第２ 新たな市制施行

行財政基盤の強化を目指すとともに、福祉事務所の設置などの行政権能の強化により、

従来にも増して地域の実情に即した施策の展開が可能となる。また、市制施行に伴い、対

外的なイメージ向上を最大限に生かした地域づくりなどの新たな施策展開が可能となる。

第３ 人口１０万人程度以上の市勢拡大

人口１０万人規模の基礎自治体となることにより、一定の行政権能を備え、効率的な

行政運営により更なる行財政基盤の強化を目指すとともに、財政規模が大きくなること

で重点的な投資や施策展開も可能となる。

《参 考》

【国の基本指針に定められた構想対象市町村】

① 生活圏域を踏まえた行政区域の形成を図ることが望ましい市町村

② 更に充実した行政権能等を有する指定都市、中核市、特例市等を目指す市町村

③ おおむね人口１万人未満を目安とする小規模な市町村
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２ 構想対象市町村の組合せ

構想対象市町村の組合せについては、国の基本指針を踏まえた上で、各地域の実情に応

じ、前項の第１～第３の考え方を基本として、広域行政の状況、旧合併特例法の下での経

緯、地理的条件、生活圏域、歴史的なつながり及び市町村の意向等を総合的に勘案し、次

の９地域について構想対象市町村の組合せを示す。

市町村名 人口(人) 面積(k㎡)

１ 奈良市・山添村 374,701 343.40

２ 天理市・川西町・三宅町・田原本町 121,117 117.48

３ 桜井市・宇陀市・曽爾村・御杖村 102,859 474.01

４ 平群町・斑鳩町・安堵町 56,380 42.50

５ 三郷町・上牧町・王寺町・河合町 90,202 30.21

６ 橿原市・高取町・明日香村 138,995 89.37

７ 大和高田市・御所市・香芝市・葛城市・広陵町 241,871 151.43

８ 五條市・野迫川村・十津川村 42,515 1,119.36

吉野町・大淀町・下市町・黒滝村・天川村・
９ 47,327 1,227.47

下北山村・上北山村・川上村・東吉野村

※人口は、平成17年国勢調査速報値による
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３ 組合せに係る留意事項等

この９地域の組合せに基づき、新合併特例法の下で市町村合併を推進していくことにな

るが、次の①～④について留意した上で推進していくこととする。

① 県内では旧合併特例法の下において、合併が実現した地域がある一方で、様々な事

情で合併協議が行われたものの合併に至らなかった地域や合併協議に入らなかった地

域などがあるが、新合併特例法の下において、地域の将来を見据え過去の経緯にとら

われず、全ての市町村で市町村合併について改めて主体的な議論を十分に尽くしてい

ただく必要があること。

② 旧合併特例法の下で合併した市については、現在、新市の一体性の確保に向けて取

り組んでいるところであるが、地域全体の将来像や生活圏域の観点から、引き続き当

該市を含む合併が必要と考えられる場合は、今回の構想対象市町村の組合せに位置づ

けることとしたこと。

③ 本構想策定後において、関係市町村の協議により、本構想で示した組合せと異なる

枠組みによる合併協議の熟度が高まるなど、本構想を変更する必要が生じたときは、

奈良県市町村合併推進審議会の意見を聴いて、構想を変更するなど必要な措置を講ず

るものとすること。

④ 将来的には、更なる行政権能の強化を図るため、中核市や特例市等を目指す等より

広域的な合併についても検討していく必要があること。

４ 構想対象市町村に位置付けなかった市町村について

【生駒市・大和郡山市】

生駒市及び大和郡山市においては、両市とも人口が１０万人程度の規模を備えた市であ

ること等から、今回は構想対象市町村に位置付けなかったが、将来的には、人口２０万人

以上の更に充実した行政権能を有する市を目指す合併を検討する必要があると考える。
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組合せ ７

大和高田市
御所市
香芝市
葛城市
広陵町

組合せ ６

橿原市
高取町
明日香村

構想対象市町村の組合せ（図）

組合せ ４

平群町
斑鳩町
安堵町

組合せ １

奈良市
山添村

組合せ ５

三郷町
上牧町
王寺町
河合町

組合せ ２

天理市
川西町
三宅町
田原本町

組合せ ３

桜井市
宇陀市
曽爾村
御杖村

組合せ ９

吉野町
大淀町
下市町
黒滝村
天川村

下北山村
上北山村
川上村

東吉野村

組合せ ８

五條市
野迫川村
十津川村
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1

奈良市 370,106 351,288 276.84

山添村 4,595 2,290 66.56

計 374,701 353,578 343.40

H42推計は（財）日本統計協会が平成12年国勢調査の結果をもとに推計した数字

奈 良 市 ・ 山 添 村

市町村合併推進の必要性

市町村名
人  口（人） 面 積

（ｋ㎡）H17国調 H42推計

【組合せの考え方】
・ 山添村は人口一万人未満の小規模町村であり、周辺地域の旧法下における合併後の状況を踏まえると山添村は
　奈良市と合併し、新たな行政区域の形成が必要である。

【旧法下での経緯】
・奈良市は２村（旧月ヶ瀬村と旧都祁村）との合併を実現。
・山添村は、合併協議に参加していない。

【広域行政の状況】
・ 山添村は、「消防・救急業務」や「広域的な地域振興」については、従来から天理市を中心とした一部事務組合を設
　置し、「ゴミ処理業務」については、旧２村とともに天理市への事務委託により従来から実施してきた。しかし、旧法下
　において、旧月ヶ瀬村と旧都祁村が奈良市と合併したことにより、広域行政圏が分断された状態。また、し尿処理業
　務は山添村と旧都祁村が一部事務組合を設置していたが、現在は、奈良市と１市１村で一部事務組合を構成してい
　る状況。

【その他】
・ 奈良市上水道の水源である「布目ダム」が奈良市と山添村にまたがって位置している。
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2

天理市 71,151 60,843 86.37

川西町 9,174 5,912 5.94

三宅町 7,764 4,499 4.07

田原本町 33,028 28,121 21.1

計 121,117 99,375 117.48

H42推計は（財）日本統計協会が平成12年国勢調査の結果をもとに推計した数字

天 理 市 ・ 川 西 町 ・ 三 宅 町 ・ 田 原 本 町

市町村合併推進の必要性

市町村名
人  口（人） 面 積

（ｋ㎡）H17国調 H42推計

【組合せの考え方】
・ 川西町と三宅町が人口一万人未満の小規模町村であり、一定規模の人口を有する行政区域の形成が必要である。
・ 山辺広域市町村圏の構成団体として、行政的につながりの強い４市町が合併することにより、人口が１０万人を越
　 え、地域全体として効率的な行政運営を図ることができ、行財政の効率化が図れる。

【旧法下での経緯】
・ 磯城郡３町は、中和地域の市町村と合併協議を重ねたが合併には至らなかった。
・ 天理市は、合併協議に参加していない。

【広域行政の状況】
・ ４市町は山辺広域市町村圏の構成団体として一部事務組合を設置し「消防・救急業務」や「広域的な地域振興」等を
  共同処理するとともに、川西町と三宅町の「ゴミ処理業務」については、天理市への事務委託により実施するなど、行
  政として強い結びつきが認められる。
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3

桜井市 61,123 52,906 98.92

宇陀市 37,183 23,300 247.62

曽爾村 2,187 1,340 47.84

御杖村 2,366 1,227 79.63

計 102,859 78,773 474.01

H42推計は（財）日本統計協会が平成12年国勢調査の結果をもとに推計した数字

桜 井 市 ・ 宇 陀 市 ・ 曽 爾 村 ・ 御 杖 村

市町村合併推進の必要性

市町村名
人  口（人） 面 積

（ｋ㎡）H17国調 H42推計

【組合せの考え方】
・ 曽爾村と御杖村が人口一万人未満の小規模町村であり、一定規模の人口を有する行政区域の形成が必要である。
・ 桜井宇陀広域市町村圏の構成団体として、行政的につながりの強い４市村が合併することにより、人口が１０万人
　 を越え、地域全体として効率的な行政運営を図ることができ、行財政の効率化が図れる。

【旧法下での経緯】
・ 旧宇陀郡は郡内６町村で合併協議を進めていたが、最終的には２村（曽爾村と御杖村）を除く４町村が合併し宇陀
  市が発足。
・ 桜井市は、中和地域の市町村と合併協議を重ねたが合併には至らなかった。

【広域行政の状況】
・ ３市村（宇陀市・曽爾村・御杖村）は、旧宇陀郡時代から「消防・救急業務」や「ゴミ処理業務」などを共同処理してお
  り、行政として強い結びつきが認められる。
・ ４市村（桜井市・宇陀市・曽爾村・御杖村）は、桜井宇陀広域市町村圏の構成団体として広域連合を設置し「緑の風
  吹く健やかで暮らしよい文化圏　桜井宇陀」を将来像に、広域的な地域振興を進めているとともに、介護認定審査会
  の運営等も共同処理するなど、行政の結びつきも深い。
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4

平群町 20,281 17,437 23.9

斑鳩町 27,841 24,758 14.27

安堵町 8,258 5,313 4.33

計 56,380 47,508 42.50

H42推計は（財）日本統計協会が平成12年国勢調査の結果をもとに推計した数字

【組合せの考え方】
・ 安堵町が人口一万人未満の小規模町村であり、一定規模の人口を有する行政区域の形成が必要である。
・ 行財政基盤の強化を図るために、まずは３町が合併し、市制施行を目指すべきである。

【旧法下での経緯】
・ ３町は、王寺周辺広域市町村圏の構成団体である周辺４町とともに合併協議を実施したが合併に至らなかった。

【広域行政の状況】
・ ３町は、周辺４町とともに、「消防・救急業務」、「休日応急診療所及び訪問看護ステーションの設置運営」、「介護
  認定審査会の設置運営」及び「老人福祉施設の設置運営」等を共同処理しており、従来から行政の結びつきが非
  常に強い。

【その他】
・ 各町において整備した各種公共施設の効率的・効果的な活用が可能となる。
・ 世界遺産に登録されている「法隆寺」をはじめ、歴史のある地域であり、豊かな自然環境や歴史的、文化的資源
　 を有効に活用することにより、地域の発展が期待できる。

【更なる合併の検討】
・ 将来的には更なる行政の効率的な運営のために、人口１０万人以上の市となるよう周辺市町との合併を検討して
  いくべきである。

平 群 町 ・ 斑 鳩 町 ・ 安 堵 町

市町村合併推進の必要性

市町村名
人  口（人） 面 積

（ｋ㎡）H17国調 H42推計
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5

三郷町 23,055 19,135 8.8

上牧町 24,955 21,821 6.14

王寺町 22,750 16,191 7

河合町 19,442 18,388 8.27

計 90,202 75,535 30.21

H42推計は（財）日本統計協会が平成12年国勢調査の結果をもとに推計した数字

三 郷 町 ・ 上 牧 町 ・ 王 寺 町 ・ 河 合 町

市町村合併推進の必要性

【組合せの考え方】
・ 行財政基盤の強化を図るために、まずは４町が合併し、市制施行を目指すべきである。

【旧法下での経緯】
・ ４町は、王寺周辺広域市町村圏の構成団体である周辺３町とともに合併協議を実施したが合併に至らなかった。

【広域行政の状況】
・ ４町は、周辺３町とともに、「消防・救急業務」、「休日応急診療所及び訪問看護ステーションの設置運営」、「介護
  認定審査会の設置運営」及び「老人福祉施設の設置運営」等を共同処理しており、従来から行政の結びつきが非
  常に強い。

【その他】
・ 各町において整備した各種公共施設の効率的・効果的な活用が可能となる。
・ 町をまたがった大規模住宅開発が進む中、生活圏域を踏まえた一体的なまちづくりが可能となる。

【更なる合併の検討】
・ 将来的には更なる行政の効率的な運営のために、人口１０万人以上の市となるよう周辺市町との合併を検討して
   いくべきである。

市町村名
人  口（人） 面 積

（ｋ㎡）H17国調 H42推計
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6

橿原市 124,739 119,364 39.52

高取町 7,913 5,793 25.77

明日香村 6,343 4,311 24.08

計 138,995 129,468 89.37

H42推計は（財）日本統計協会が平成12年国勢調査の結果をもとに推計した数字

橿 原 市 ・ 高 取 町 ・ 明 日 香 村

市町村合併推進の必要性

【組合せの考え方】
・ 高取町と明日香村が人口一万人未満の小規模町村であり、同じ広域市町村圏に属する橿原市と合併し、新たな
   行政区域の形成が必要である。

【旧法下での経緯】
・３市町村は桜井市及び磯城郡３町と合併協議を実施したが合併に至らなかった。

【広域行政の状況】
・ ３市町村は橿原・高市広域市町村圏の構成団体として一部事務組合を設置し「歴史文化を守り育て、暮らしを創造
   する歴史・文化・交流拠点」を将来像に、広域的な地域振興を進めているとともに、「消防・救急業務」についても周
   辺の２市も含め一部事務組合を設置し、共同処理しており、行政の結びつきが強い。

【その他】
・ この地域は数多くの史跡文化財を有しており、一体的に、史跡文化財の保全及び地域の歴史的風土保全を図るこ
   とが可能となるとともに、地域全体としての観光振興の向上が図れる。
・ 特に明日香村は、「明日香村特別措置法」により、全村が歴史的風土として保存されるべき特別の地域とされてお
　 り、明日香村の合併後の法律上の位置づけについて明確にする必要がある。

市町村名
人  口（人） 面 積

（ｋ㎡）H17国調 H42推計
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7

大和高田市 70,796 60,350 16.48

御所市 32,272 21,926 60.65

香芝市 71,004 109,812 24.23

葛城市 34,982 32,743 33.73

広陵町 32,817 40,093 16.34

計 241,871 264,924 151.43

H42推計は（財）日本統計協会が平成12年国勢調査の結果をもとに推計した数字

大和高田市・御所市・香芝市・葛城市・広陵町

市町村合併推進の必要性

【組合せの考え方】
・ 葛城広域市町村圏の構成団体として行政的につながりの強い５市町が合併することにより、行財政基盤の強化を
   図る。
・ 特例市の要件である人口２０万人を越え、都市計画や環境保全に関する事務の県からの移譲が可能となり、主体
   的なまちづくりが可能となる。

【旧法下での経緯】
・ 旧新庄町と旧當麻町が合併し葛城市が発足。
・ 他の４市町は合併協議に参加していない。

【広域行政の状況】
・ ５市町は、葛城広域市町村圏の構成団体として一部事務組合を設置し「葛城国の夢と浪漫が息づき明日の活力と
  魅力に満ちた『未来伝説の郷・かつらぎ』」を将来像に、広域的な地域振興を進めているとともに、圏域づくりを進め
  るなど行政の結びつきは強い。

市町村名
人  口（人） 面 積

（ｋ㎡）H17国調 H42推計
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8

五條市 37,382 29,193 291.98

野迫川村 743 377 155.03

十津川村 4,390 2,262 672.35

計 42,515 31,832 1,119.36

H42推計は（財）日本統計協会が平成12年国勢調査の結果をもとに推計した数字

五 條 市 ・ 野 迫 川 村・十津川村

市町村合併推進の必要性

【組合せの考え方】
・ 野迫川村と十津川村は人口一万人未満の小規模町村であり、一定規模の人口を有する行政区域の形成が必要
   である。

【旧法下での経緯】
・ ４市村（五條市・野迫川村・旧西吉野村・旧大塔村）で合併協議を進めていたが、最終的には野迫川村を除く３市
   村が合併し、新生五條市が発足。
・ 十津川村は、合併協議に参加していない。

【広域行政の状況】
・ ３市村は、南和広域市町村圏の構成団体として周辺の９町村を含む１２市町村で広域連合を設置し「広域的な地
   域振興」を進めているとともに、「介護認定審査会の運営等」も共同処理している。

【その他】
・ 世界遺産として登録された「紀伊山地の霊場と参詣道」をはじめ、雄大な自然、歴史文化資源及び自然を活かした
   観光施設を有効に活用した一体的な地域振興を図ることが可能となる。

市町村名
人  口（人） 面 積

（ｋ㎡）H17国調 H42推計
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9

吉野町 9,980 5,008 95.65

大淀町 20,070 18,844 38.06

下市町 7,737 3,797 62.01

黒滝村 1,076 477 47.71

天川村 1,800 819 175.7

下北山村 1,211 1,043 133.53

上北山村 802 414 274.05

川上村 2,045 1,042 269.16

東吉野村 2,606 869 131.6

計 47,327 32,313 1,227.47

H42推計は（財）日本統計協会が平成12年国勢調査の結果をもとに推計した数字

吉野町・大淀町・下市町・黒滝村・天川村・
下北山村・上北山村・川上村・東吉野村

市町村合併推進の必要性

【組合せの考え方】
・ ９町村中、大淀町を除く８町村が人口一万人未満の小規模町村であり、一定規模の人口を有する行政区域の形成
  が必要であり、９町村が合併し、市制施行するのが望ましい。

【旧法下での経緯】
・ 川上村を除く８町村が合併協議を行ったが合併には至らなかった。その後、小さな枠組みでの合併協議も行われた
  がいずれも合併には至らなかった。

【広域行政の状況】
・ 国道３０９号と国道１６９号の幹線道路を軸に、「消防・救急業務」や「ゴミ処理業務」などを共同処理しており、幹線
   道路沿いに行政として強い結びつきが認められる一方、９町村で吉野郡町村会を構成するなど９町村としても行政
   の結びつきが強い。

【その他】
・ 世界遺産として登録された「紀伊山地の霊場と参詣道」をはじめ、雄大な自然、歴史文化資源及び自然を活かした
　 観光施設を有効に活用した一体的な地域振興を図ることが可能となる。

市町村名
人  口（人） 面 積

（ｋ㎡）H17国調 H42推計
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Ⅳ 市町村合併を推進するための必要な措置

市町村合併は、地域の将来や住民に大きな影響を及ぼす事柄であることから、市町村や

地域住民の主体的な議論が十分に尽くされるよう、県も市町村や地域住民と一体となって

取り組んでいく。地域の実情に応じて適切な助言等を積極的に行うとともに、新合併特例

法の下においても、市町村合併支援体制の整備、啓発・情報提供、財政支援及び人的支援

など、適切な支援を行う。

１ 合併推進のための支援体制の整備

県内における自主的な市町村合併の円滑な推進を支援するため、奈良県市町村合併推進

本部を引き続き設置し、全庁的に総合的かつ効果的な支援を行う。

２．市町村への支援措置

新合併特例法の下、できるだけ早く市町村合併に向けた協議が開始され、これが円滑に

進むよう、さらには合併後の新市町村の一体化や活性化に資するため、「新・奈良県市町

村合併支援プラン（仮称）」を策定し、積極的に支援を行う。合併協議に向けた課題につ

いては、その解決に向けて調整を行う。

３．新合併特例法に基づく措置

市町村合併推進構想に基づく構想対象市町村に対する合併協議会の設置の勧告等につい

ては、個別具体的に地域の合併に関する取り組みや議論の状況を見極め、構想対象市町村

の意見を聴きながら、それぞれの段階に応じ、慎重かつ的確に対応していく。

【合併協議会設置の勧告等】

都道府県知事が、構想対象市町村に対し、地方自治法に基づき合併協議会を設けるべきことを勧告したときは、

勧告を受けた市町村の長は合併協議会設置協議について議会に付議し、議会が否決した場合等においては、住民

が有権者の６分の１以上の連署により又は市町村の長が住民投票の請求を行うことができる。住民投票により有

効投票の過半数の賛成があった場合には、議会が可決したものとみなす。（第61条関係）

【合併協議会に係るあっせん及び調停】

合併協議会において、合併市町村の名称等により協議が調わないときに、合併協議会の委員の過半数の同意を

得た申請に基づき、都道府県知事は市町村合併調整委員を任命し、あっせん又は調停を行わせることができる。（第

63条関係）

【合併協議会推進の勧告】

都道府県知事は、構想対象市町村に対し、合併協議会における市町村の合併に関する協議の推進に関し必要な

措置を講ずべきことを勧告することができる。都道府県知事は勧告を受けた市町村に対し、勧告に基づいて講じ

た措置について報告を求めることができる。（第64条関係）
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資－２　各市町村別人口及び面積の状況

平成１７年（a) 平成１２年（ｂ)
増減数
(a-b)

370,106 374,944 ▲ 4,838 276.84
70,796 73,668 ▲ 2,872 16.48
91,676 94,188 ▲ 2,512 42.68
71,151 72,741 ▲ 1,590 86.37

124,739 125,005 ▲ 266 39.52
61,123 63,248 ▲ 2,125 98.92
37,382 39,928 ▲ 2,546 291.98
32,272 34,676 ▲ 2,404 60.65

113,724 112,830  894 53.18
71,004 63,487  7,517 24.23
34,982 34,950  32 33.73
37,183 39762 ▲ 2,579 247.62
8,224 9,104 ▲ 880 47.44
4,624 4,914 ▲ 290 27.78

18,548 19,438 ▲ 890 64.41
5,787 6,306 ▲ 519 107.99

1,116,138 1,129,427 ▲ 13,289 1,272.20
4,595 4,967 ▲ 372 66.56

20,281 20,497 ▲ 216 23.90
23,055 23,977 ▲ 922 8.80
27,841 28,566 ▲ 725 14.27
8,258 8,539 ▲ 281 4.33
9,174 9,422 ▲ 248 5.94
7,764 8,042 ▲ 278 4.07

33,028 32,934  94 21.10
2,187 2,472 ▲ 285 47.84
2,366 2,623 ▲ 257 79.63
7,913 8,153 ▲ 240 25.77
6,343 6,846 ▲ 503 24.08

24,955 24,005  950 6.14
22,750 23,782 ▲ 1,032 7.00
32,817 31,444  1,373 16.34
19,442 20,126 ▲ 684 8.27
9,980 11,318 ▲ 1,338 95.65

20,070 20,376 ▲ 306 38.06
7,737 8,670 ▲ 933 62.01
1,076 1,194 ▲ 118 47.71
1,800 2,104 ▲ 304 175.70

743 783 ▲ 40 155.03
4,390 4,854 ▲ 464 672.35
1,211 1,292 ▲ 81 133.53

802 915 ▲ 113 274.05
2,045 2,558 ▲ 513 269.16
2,606 2,909 ▲ 303 131.60

305,229 313,368 ▲ 8,139 2,418.89

1,421,367 1,442,795 ▲ 21,428 3,691.09
注）人口：国勢調査による（但し、平成１７年は国勢調査速報人口）

各市町村別人口及び面積の状況
人　　　口　（人）

東 吉 野 村

市 計

黒 滝 村
天 川 村
野 迫 川 村

河 合 町
吉 野 町

町 村 計

計

十 津 川 村
下 北 山 村
上 北 山 村
川 上 村

大 淀 町
下 市 町

明 日 香 村
上 牧 町
王 寺 町
広 陵 町

曽 爾 村

斑 鳩 町

御 杖 村
高 取 町

安 堵 町
川 西 町
三 宅 町
田 原 本 町

宇 陀 市

山 添 村
平 群 町
三 郷 町

( 旧 大 宇 陀 町 )
( 旧 菟 田 野 町 )
( 旧 榛 原 町 )
( 旧 室 生 村 )

御 所 市
生 駒 市
香 芝 市
葛 城 市

天 理 市
橿 原 市
桜 井 市
五 條 市

面　　　積
（k㎡)

奈 良 市
大 和 高 田 市
大 和 郡 山 市

項目

市町村名
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資－３　平成16年度市町村財政状況（普通会計ベース）

（単位：千円、％）

歳　　入
Ａ

歳　　出
Ｂ

差　　引
A - B　　C

繰越財源
D

実質収支
C　-　D

奈 良 市 105,591,297 104,966,804 624,493 529,085 95,408 18.8 11.4 0.784 93.3 172,351,801

大 和 高 田 市 21,968,602 23,020,183 ▲ 1,051,581 330 ▲1,051,911 22.7 15.8 0.498 104.9 30,922,446

大 和 郡 山 市 29,844,210 29,786,372 57,838 298,498 ▲240,660 19.3 12.8 0.745 93.1 44,483,417

天 理 市 24,053,641 22,776,531 1,277,110 292,426 984,684 11.3 9.3 0.683 98.2 21,970,141

橿 原 市 41,352,902 40,454,086 898,816 525,075 373,741 20.1 13.1 0.661 91.3 56,817,469

桜 井 市 21,379,549 21,387,405 ▲ 7,856 294,993 ▲302,849 20.2 14.9 0.535 103.0 30,817,785

五 條 市 15,631,028 15,102,020 529,008 236,574 292,434 20.8 13.4 0.438 102.2 21,214,123

御 所 市 13,835,224 14,905,415 ▲ 1,070,191 ▲1,070,191 23.3 19.5 0.428 106.1 29,775,557

生 駒 市 33,875,813 33,445,596 430,217 88,281 341,936 20.4 8.4 0.851 92.1 33,381,451

香 芝 市 21,929,395 21,592,891 336,504 160,813 175,691 25.5 17.1 0.689 88.3 39,183,466

葛 城 市 12,623,508 12,346,079 277,429 160,935 116,494 16.0 11.0 0.569 92.8 12,148,290

市計（平均） 342,085,169 339,783,382 2,301,787 2,587,010 ▲ 285,223 19.9 13.3 0.626 96.8 493,065,946

月 ケ 瀬 村 2,143,479 2,082,803 60,676 60,676 17.4 5.0 0.237 99.2 1,672,598

都 祁 村 3,875,461 3,701,589 173,872 173,872 18.0 13.2 0.518 98.0 6,607,016

山 添 村 3,220,096 3,186,832 33,264 33,264 31.6 15.8 0.305 102.4 5,113,915

平 群 町 6,993,628 7,330,972 ▲ 337,344 1,485 ▲338,829 29.1 15.7 0.500 95.9 9,897,551

三 郷 町 7,470,530 7,380,689 89,841 11,031 78,810 23.1 13.8 0.490 89.8 10,526,869

斑 鳩 町 8,578,685 8,139,151 439,534 136,750 302,784 20.1 10.6 0.541 93.6 8,796,821

安 堵 町 3,275,073 3,029,803 245,270 14,002 231,268 26.1 14.9 0.392 91.0 6,083,158

川 西 町 5,434,970 5,274,280 160,690 160,690 34.3 7.3 0.493 101.9 6,484,234

三 宅 町 3,329,785 3,293,539 36,246 11,966 24,280 14.5 10.6 0.365 112.0 5,367,990

田 原 本 町 13,106,653 12,418,057 688,596 119 688,477 13.2 8.9 0.592 86.7 16,540,714

大 宇 陀 町 5,025,994 4,725,360 300,634 12,356 288,278 25.0 14.5 0.274 99.6 7,274,013

菟 田 野 町 3,009,604 2,954,822 54,782 288 54,494 23.0 18.8 0.219 102.3 6,176,729

榛 原 町 6,826,658 6,698,244 128,414 128,414 20.4 13.6 0.437 103.7 11,722,470

室 生 村 4,378,433 4,232,075 146,358 127,283 19,075 31.5 15.5 0.235 108.3 10,661,264

曽 爾 村 2,828,636 2,759,940 68,696 19,345 49,351 29.5 16.7 0.151 106.6 5,487,258

御 杖 村 3,254,343 3,220,548 33,795 26,117 7,678 25.7 10.2 0.127 100.7 4,676,877

高 取 町 3,711,787 3,654,564 57,223 106,045 ▲48,822 22.2 14.0 0.335 99.9 5,473,416

明 日 香 村 3,758,408 3,692,521 65,887 65,887 23.2 13.9 0.251 102.4 4,228,859

上 牧 町 6,731,612 6,951,687 ▲ 220,075 132,259 ▲352,334 27.8 17.2 0.459 101.6 17,670,974

王 寺 町 9,879,891 9,707,546 172,345 90,009 82,336 14.5 1.8 0.564 89.9 12,622,510

広 陵 町 9,660,224 9,198,165 462,059 79,352 382,707 21.0 13.7 0.586 93.7 14,516,439

河 合 町 6,750,355 6,530,412 219,943 50 219,893 24.4 15.3 0.493 100.4 15,124,745

吉 野 町 5,782,745 5,556,969 225,776 250 225,526 18.6 10.4 0.284 104.1 6,433,064

大 淀 町 8,087,292 7,918,501 168,791 89,513 79,278 20.2 9.8 0.484 95.2 8,477,567

下 市 町 4,577,392 4,325,462 251,930 1,927 250,003 19.3 10.6 0.271 98.5 7,011,314

黒 滝 村 1,724,849 1,659,239 65,610 65,610 27.7 14.9 0.109 109.9 2,242,701

西 吉 野 村 4,518,828 4,458,074 60,754 26,677 34,077 27.0 13.1 0.166 99.8 7,239,212

天 川 村 2,953,040 2,839,145 113,895 7,727 106,168 21.7 9.9 0.135 95.7 2,996,272

野 迫 川 村 2,425,850 2,304,751 121,099 14,613 106,486 29.7 14.7 0.116 88.8 3,492,503

大 塔 村 2,462,226 2,356,036 106,190 51,679 54,511 34.6 11.9 0.087 104.5 2,945,454

十 津 川 村 5,216,400 5,073,067 143,333 74,320 69,013 14.5 5.7 0.301 91.8 4,610,577

下 北 山 村 2,328,582 2,281,912 46,670 2,561 44,109 37.6 17.7 0.270 101.8 4,285,865

上 北 山 村 2,093,089 1,987,063 106,026 5,080 100,946 23.5 11.4 0.147 113.6 2,623,066

川 上 村 4,186,808 3,961,145 225,663 225,663 25.1 17.8 0.129 103.8 5,239,314

東 吉 野 村 2,939,406 2,779,893 159,513 107,250 52,263 24.3 17.3 0.129 103.1 2,974,500

町村計(平均) 172,540,812 167,664,856 4,875,956 1,150,054 3,725,902 24.0 12.7 0.320 99.7 253,297,829

県計（平均） 514,625,981 507,448,238 7,177,743 3,737,064 3,440,679 23.0 12.9 0.393 99.0 746,363,775

平成１6年度市町村財政状況（普通会計ベース）

団　体　名

平成１6年度決算額 公債費
負　担
比　率

起債制限
比　　率

(3ヶ年平均)

　　　　　　　　　　※経常収支比率は、減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等に加えた比率を掲載している。

財政力
指　　数

(3ヶ年平均)

経常収
支　比

率　　※

地方債
現在高
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資－４ 奈良県市町村合併推進審議会委員名簿

◆奈良県市町村合併推進審議会委員名簿

氏 名 主 な 役 職 名

前川 正 奈良県市長会代表 御所市長

長谷川 明 奈良県市長会代表 桜井市長

岡井 康徳 奈良県町村会代表 河合町長

福西 力 奈良県町村会代表 上北山村長

河合 正 奈良県市議会議長会代表 橿原市議会議長

西澤 巧平 奈良県町村議会議長会代表 吉野町議会議長

音田 昌子 大阪府立文化情報センター所長

北村 年宏 元大塔村長

下﨑 千代子 大阪市立大学大学院教授

土谷 宗一 学校法人白藤学園理事長

戸田 清子 奈良県立大学助教授

中川 幾郎 帝塚山大学大学院教授

仲川 順子 奈良NPOセンター理事長

仲宗根 迪子 奈良県生活協同組合連合会 専務理事

福留 伸一 （社）日本青年会議所 奈良ブロック協議会会長

（敬称略）
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資－５ 奈良県市町村合併推進審議会審議経過

◆奈良県市町村合併推進審議会審議経過

【平成１７年】

回 開催日 議 事

第１回 ８月２９日 (1) 会長選出

(2) 市町村合併の動向について

(3) 新合併特例法について

(4) 県内市町村の現況等について

(5) 構想策定スケジュールについて

第２回 １０月２４日 (1) 審議会の公開について

(2) 新法下の国の新市町村合併支援プランについて

(3) 構想(案)について

1) 「市町村の現況及び将来の見通し」について

2) 「基本的な事項」について

① 奈良県における市町村の望ましい姿

② 奈良県における市町村合併の必要性

③ 奈良県の役割に関する基本的な考え方

3) 奈良県における市町村合併の組合せに関する基本的な

考え方について

第３回 １２月１９日 (1)「今後の市町村の行財政運営にかかる基本方針」に関す

る調査結果について

(2) 構想対象市町村の組合せパターンについての検討

(3) 市町村合併を推進するために必要な措置について

【平成１８年】

第４回 ２月１６日 (1) 構想対象市町村の組合せ（案）について

(2) 市町村合併を推進するために必要な措置について

第５回 ３月２３日 (1) 奈良県市町村合併推進構想（素案）について

37



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




